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令和５年度買い物機能強化支援事業 二次募集要領 

［宮城県買い物機能強化支援事業費補助金］ 

 

令和５年９月 

商 工 金 融 課 

１ 事業目的 

多様化する消費者ニーズや買い物弱者への対応など地域商業を取り巻く環境変化を捉え、従来の商

業機能を強化・補完する取組を行う商業者等に対して、買い物環境の現状把握等や新たな販売手法の

立ち上げに必要な経費について支援するものです。 

 

２ 補助スキーム 

（１） 事業計画策定事業 

 

〔補助率〕 県２／３以内 

〔補助額〕 上限：１,０００千円 

〔事業者〕 

■商店街振興組合・商店街振興組合連合会  ■事業協同組合・事業協同小組合・協同組合連合会 

■商工会・商工会議所  ■まちづくり会社  ■ＮＰＯ法人  ■社会福祉法人 

■一般社団法人・一般財団法人  ■中小企業者（小売業・サービス業・卸売業） 

■複数の商業者で構成された任意団体 

 

（２） 買い物機能強化事業 

県 

1/2 

申請 

 

補助 

事業者 
連携 

 市町村 

〔補助率〕 県１／２以内 

〔補助額〕 上限：２,０００千円 

〔事業者〕 

 ■商店街振興組合・商店街振興組合連合会  ■事業協同組合・事業協同小組合・協同組合連合会 

■商工会・商工会議所  ■まちづくり会社  ■ＮＰＯ法人  ■社会福祉法人 

■一般社団法人・一般財団法人  ■中小企業者（小売業・サービス業・卸売業） 

■複数の商業者で構成された任意団体                         など 

 

３ 補助対象事業 

（１） 事業計画策定事業 

    買い物機能強化に係る新たな販売手法の事業計画を策定する事業 

  ・買い物環境や住民ニーズの調査事業 

  ・専門家を招いた勉強会 

  ・実証実験 

 

 

県 

2/3 

申請 

 

補助 

事業者 
連携 

 市町村 
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〔補助要件〕 

・ 事業実施地市町村と連携して行う事業 

 

（２） 買い物機能強化事業 

（イ） 地域に店を作る事業（例：無店舗地区へのスーパーの設置） 

（ロ） 商品を届ける事業（例：食料品・日用品等の移動販売、宅配事業） 

（ハ） 商店街等へ送迎する事業（例：商店街による買い物ツアーの実施、送迎サービス） 

（ニ） その他買い物機能強化に資すると認められる事業 

 

〔補助要件（以下の３点を全て満たすこと）〕 

・ 事業実施地市町村と連携して行う事業 

・ 新規又は従来から実施している取組を拡充する事業 

・ 補助金交付終了後も継続して実施されることが見込まれる事業 

 

〔補助対象外事業〕 

   ・ 市町村が直接実施する事業（委託事業等） 

   ・ 事業者が従来から実施している継続事業（拡充して実施する事業以外） 

   ・ 特定の世帯や施設等を訪問しての販売・配達のみを行う事業（例：福祉施設のみを対象と

した販売） 

   ・ 調理加工した食品の販売のみを行う事業（例：焼き鳥・クレープ等の移動販売） 

   ・ 商業施設のほか、医療機関や公共施設等を循環するデマンド交通サービス事業やバス運行

事業 

 ・ 本補助金と同趣旨の他の補助金等の交付を受けている事業（市町村が本補助金へ上乗せす

る目的で補助金を交付するものを除く） 

 

〔市町村の連携内容〕 

・ 広報支援（事業内容を市町村の HP 又は SNS 等を活用して周知） 

・ 施策連携等（市町村が実施する事業等との連携） 

 

 

４ 補助対象経費 

（１） 事業計画策定事業 

（イ） 謝金（外部専門家・講師等への謝金） 

（ロ） 旅費（外部専門家・講師等への旅費） 

（ハ） 消耗品費（事務用品等の購入費）※食料費は対象外 

（ニ） 印刷製本費（パンフレット・チラシ等の印刷費） 

（ホ） 通信運搬費（電話・ＦＡＸ・インターネットの通信費、郵便・運送費） 

（ヘ） 広告料（テレビ・ラジオ・新聞雑誌等の広告費） 

（ト） 委託料（調査・研究費、ホームページ作成等の委託費） 

（チ） 使用料及び賃借料（店舗・車両・機器等の賃借料） 

  ※ランニングコスト（人件費・燃料費・光熱水費等）は対象外 

 

（２） 買い物機能強化事業 
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（イ） 消耗品費（事務用品等の購入費）※食料費は対象外 

（ロ） 印刷製本費（パンフレット・チラシ等の印刷費） 

（ハ） 修繕費（店舗・備品等の補修費） 

（ニ） 通信運搬費（電話・ＦＡＸ・インターネットの通信費、郵便・運送費） 

（ホ） 広告料（テレビ・ラジオ・新聞雑誌等の広告費） 

（ヘ） 委託料（調査・研究費、ホームページ作成等の委託費） 

（ト） 工事請負費（店舗の改築・改装費） 

（チ） 備品購入費（車両・機器等の購入費） 

  ※ランニングコスト（人件費・燃料費・光熱水費等）は対象外 

 

５ スケジュール 

要望書提出期限［事業者→県］ １０月６日（金） 

  ⇒ 事業実施者・事業実施地市町村へのヒアリング（１０月上旬） 

   ⇒ 採択決定・交付申請・交付決定（１０月中旬～下旬） 

 

６ 補助事業の採択決定について 

提出された要望書をもとにヒアリングを実施した上で、以下の審査ポイント等を踏まえ、採択事業

を決定します。 

 なお、応募者多数の場合は、優先順位決定時等において、特に実施地域の状況を考慮します。 

 

〔審査ポイント〕 

 ・ 補助目的との整合（地域の買い物機能の強化、商業の持続的な発展に資すると認められるか） 

・ 現状把握の度合い（実施地域の買い物環境、課題等の概況を把握できているか） 

 ・ 実現可能性（実施内容を鑑みて実施体制は妥当か） 

・ 事業の継続性（補助金交付終了後の事業継続が見込まれるか）            など 

 

７ 問い合わせ先 

宮城県経済商工観光部商工金融課 商業振興班 （担当 針生・澤里） 

   ℡:022-211-2746  Email:syokokins@pref.miyagi.lg.jp 



●事業計画策定事業
地域環境の変化や消費者ニーズをとらえた商店街や商業者等が

有する従来の商業機能を強化・補完するため新たな販売手法に取
り組むための地域環境や住民ニーズ調査、実証実験等を踏まえた
事業計画の策定事業

●買い物機能強化事業
■地域に店を作る事業
■商品を届ける事業
■商店街等へ送迎する事業
■その他買い物機能の強化に資すると認められる事業

●郊外型大型店舗の増加やインターネットショッピングの普及によ
り消費者ニーズが多様化する現在では、地域商店の存続が難しい
状況となっています。

●これに加え、人口減少・高齢化の進行により、日常の買い物が困
難な「買い物弱者」が増加しており、今後もその数は増加してい
くことが見込まれます。

●こうした背景を踏まえ、県では地域商業を取り巻く環境変化を捉
え、買い物環境の現状把握等を行い、消費者の多様なニーズに対
応する新たな販売手法に取り組む商店街組織、事業者等を支援し
ます。

背景・目的 事業イメージ

●補助事業者 商店街組織、商工団体、まちづくり会社、
ＮＰＯ法人、社会福祉法人、一般社団法人、
一般財団法人、任意団体、中小企業者 等

●事業計画策定事業
対 象 事 業 事業計画策定・実証実験・結果報告書作成までの

一連の事業
補 助 率 県２／３
補助上限額 １００万円

●買い物機能強化事業
対 象 事 業 事業計画に基づき実施する新たな販売手法を実施す

る事業
補 助 率 県１／２
補助上限額 県２００万円

●事業実施地市町村の支援を要件とする。

事業スキーム

東松島市での移動販売 七ヶ宿町の便利屋商店

地域の買い物機能の強化・商業の持続的発展

店舗空白地域
への新規出店

移動販売・宅配事業

従来の商業機能を強化・補完するため
新たな販売手法の実施（商業者、商店街等）

Plus! Plus!

Plus!
・買い物環境の
調査
・検討会議や実
証実験
・普及啓発のた
めのセミナー
（市町村） 買い物ツアー・

送迎サービス

買い物機能強化支援事業
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【担当】経済商工観光部商工金融課
022-211-2746 syokokins@pref.miyagi.lg.jp



買い物機能強化支援事業 活用事例

補助事業者 合同会社Ｈａｒａｐｐａ（東松島市）

実 施 地 域
東松島市の宮戸地区、野蒜地区はスーパーなどの食料品、日用品を取り扱う商店が少な
く、市内中心部へ自動車等により出向く必要があるなど、買い物機会の確保が課題

取 組 内 容 地元新聞店と共同で商品の宅配や移動販売サービスを実施

特 徴
▼高齢者・災害公営住宅一人世帯等の見守り機能
▼地場産品取り扱いによる地元事業者の商業機能強化

事 業 効 果 日常生活における買い物不安の解消と、高齢者の見守り支援が図られる

事例① 困難な方への買い物代行・配達サービス

補助事業者 株式会社伊藤チェーン（名取市）

実 施 地 域
丘陵地区では徒歩圏内にスーパーがなく、事前に実施した社会実験においても買い
物機能の強化が必要になっている

取 組 内 容 スーパー運営事業者による買い物バス運行のための車両整備

特 徴 事前の社会実験による住民ニーズ、買い物困難地域の課題把握

事 業 効 果 買い物困難地域における買い物機能の強化

事例② 買い物バスの運行による買い物機能の強化
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宮城県買い物機能強化支援事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、地域の買い物機能の強化及び商業の持続的発展を図るため、商店街組織等が

市町村と連携して行う消費者の多様なニーズに対応するための新たな販売手法の取組に

要する経費について、当該商店街組織等に対し、予算の範囲内において宮城県買い物機

能強化支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に

関しては、補助金等交付規則（昭和 51 年宮城県規則第 36 号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （交付対象等） 

第２ 補助金の交付対象となる補助対象者は、次の各号に掲げるものをいう。 

 ⑴ 商店街振興組合法（昭和 37 年法律第 141 号）に基づく商店街振興組合又は商店街振

興組合連合会 

 ⑵ 中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に基づく事業協同組合、事業協同

小組合及び協同組合連合会 

 ⑶ 商工会議所法（昭和 28 年法律第 143 号）に基づく商工会議所 

 ⑷ 商工会法（昭和 35 年法律第 89 号）に基づく商工会 

 ⑸ 中心市街地の活性化に関する法律（平成 10 年法律第 92 号）第 15 条第１項第    

１号ロに規定する特定会社等 

 ⑹ 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人 

 ⑺ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）に基づく社会福祉法人 

 ⑻ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号）に基づく一

般社団法人又は一般財団法人  

 ⑼ 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する者のうち、小売

業、サービス業及び卸売業に属する事業を主たる事業として営む事業者 

 ⑽ 複数の商業者で構成された任意団体等で、規約、会則等を有し適切な財産管理や事

業運営を行うことが可能であると認められる団体 

 ⑾ その他知事が認める法人又は任意団体 

２ 補助金の交付対象となる事業は、事業予定地を所管する市町村と連携して行う別表１

の事業とし、補助対象経費、補助率等は、別表２及び別表３のとおりとする。 

 

 （交付の申請） 

第３ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号による

ものとし、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定による仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律 226 号）の規定による地



方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、

次のとおりとする。  

⑴  事業計画書 

⑵  収支予算書 

⑶  暴力団排除に関する誓約書 

⑷  県税納税証明書（発行から３か月以内のもの） 

⑸  市町村連携計画書 

⑹  その他知事が必要と認める書類 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、交付申請をすることができない。 

 ⑴ 暴力団排除条例（平成 22 年宮城県条例第 67 号）に規定する暴力団又は暴力団員等 

 ⑵ 県税に未納がある者 

 

 （交付の条件） 

第４ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

 ⑴ 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合において

は、別記様式第２号により知事の承認を受けること。ただし、次に掲げる軽微な変更

にあっては、この限りでない。 

  イ 補助事業に要する経費の総額の 20％以内の減少の変更である場合 

ロ 補助対象経費の各費目相互間において、いずれか低い額の 20％以内の経費の配分

を変更する場合 

ハ その他事業計画の細部を変更する場合 

 ⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知事の承

認を受けること。 

 ⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告し、指示を受けること。 

 ⑷ 知事は、第１号又は第２号の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の全部

又は一部を取り消し、 又は変更することができる。 

 

 （実績報告） 

第５ 規則第 12 条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第４号によ

るものとする。 

２ 補助事業者は、前項の補助事業実績報告書を提出するに当たり、当該補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを当該補助金から減

額して報告しなければならない。 

３ 規則第 12 条第１項の規定による補助事業実績報告書に添付しなければならない書類

は、次のとおりとする。 



 ⑴ 事業実績書 

 ⑵ 収支精算書 

 ⑶ その他知事が必要と認める書類 

 

 （補助金の交付方法） 

第６ 補助金は、規則第 13 条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただ

し、知事は、補助事業の遂行上必要と認めたときは、規則第 15 条ただし書の規定により

概算払により交付することができるものとし、その請求書の様式は、別記様式第５号に

よるものとする。 

 

 （消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第７ 補助事業者は、第５第１項の補助事業実績報告書を提出した後において、当該補助

金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、別記様式第６号によ

り速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定により報告があった場合には、当該報告に係る消費税及び地方消

費税仕入控除税額の全額又は一部の返還を命じることができる。 

 

 （処分の制限を受ける財産） 

第８ 規則第 21 条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は、補助対象経

費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）であって、取

得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の財産とする。 

 

 （処分の制限を受ける期間等） 

第９  規則第 21 条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定めるものにあってはその期間を

準用し、その他のものにあっては５年間とする。 

２ 第８に規定する処分を制限された取得財産等について、前項の期間内に処分を行おう

とするときは、別記様式第７号により、あらかじめ知事の承認を得なければならない。 

３ 知事は、前項の承認に係る取得財産等を処分することより収入があるときは、その全

部又は一部を納付させることができる。 

 

 （その他） 

第 10 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項については、別に

定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成 30 年４月１日から施行し、平成 30 年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は、平成 30 年度から平成 34 年度までの各年度において、当該補助金に係る



予算が成立した場合に、当該補助金にも適用するものとする。 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年度４月１日から施行し、令和３年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は、令和４年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該補

助金にも適用するものとする。 

   附 則 

この要綱は、令和４年度４月１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年度４月１日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は、令和５年度から令和９年度までの各年度において、当該補助金に係る予

算が成立した場合に、当該補助金にも適用するものとする。



別表１ 
 
 補助対象事業 

区 分 内 容 

事業計画策定
事業 

 地域商業を取り巻く環境の変化を踏まえた新たな販売手法の
事業計画を策定する事業 
 
※１ 事業計画の必須項目 
   ・事業予定地の概要 
   ・事業予定地を取り巻く環境の調査及び分析結果の概要 
   ・分析結果に基づいた課題 
   ・課題を解決するために行う事業の詳細及び計画策定後 

から５年間の収支計画 
   ・事業を運営する組織の体制 
 
※２ 事業の内容（例） 
   買い物環境や住民ニーズの調査事業、専門家を招いた勉

強会、実証実験等 

買い物機能 
強化事業 

１ 事業計画に基づき新規又は従来から実施している取組を拡
充して実施する以下の事業で、補助金交付終了後も継続して
実施されることが確実であると認められる事業 

 
 ⑴ 地域に店を作る事業 
   無店舗地区へのスーパーの設置等 
 ⑵ 商品を届ける事業 
   食料品・日地用品等の移動販売、宅配事業等 
 ⑶ 商店街等へ送迎する事業 
   商店街による買い物ツアーの実施、送迎サービス等 
 ⑷ その他知事が地域の買い物機能の強化に資すると認める

事業 
 
※補助対象外事業 

 ⑴ 市町村が直接実施している事業 

 ⑵ 従来から実施されている継続事業（事業内容を拡充して

実施するものを除く。） 

 ⑶ 特定の世帯又は施設等を訪問しての販売又は配達のみを

行う事業 

 ⑷ 調理加工した食品の販売のみを行う事業 

 ⑸ 商業施設のほか、医療機関や公共施設等を循環するデマン

ド交通サービス事業やバス運行事業 
 ⑹ 本補助金と同様の趣旨の他の補助金等の交付を受けてい

る事業 



別表２ 
 
 補助対象経費等 

区 分 事業計画策定事業 買い物機能強化事業 

補助対象経費 

 謝金、旅費、消耗品費、印刷
製本費、通信運搬費、広告料、
委託料、使用料及び賃借料 
 

 新規又は拡充事業の立ち上
げに要する以下の経費 
 
 消耗品費、印刷製本費、修繕
費、通信運搬費、広告料、委託
料、工事請負費、備品購入費 

補助率 
補助対象経費に３分の２を乗
じた額以内 

補助対象経費に２分の１を乗
じた額以内 

補助限度額 １，０００千円 ２，０００千円 

 



 
別表３ 
 
 補助対象経費の内容 

補助対象経費 内 容 

謝金 外部専門家、講師等に対する謝金 

旅費 外部専門家、講師等に対する旅費 

消耗品費 事務用品等の購入に要する経費（食糧費を除く） 

印刷製本費 パンフレット、チラシ等の印刷に要する経費 

修繕費 店舗、備品等の修理、補修に要する経費 

通信運搬費 
電話、ＦＡＸ、インターネットの通信、郵便、運送等に要す
る経費 

広告料 テレビ、ラジオ、新聞雑誌等の広告宣伝に要する経費 

委託料 
調査・研究、実証実験、ホームページ作成等の委託に要する
経費 

使用料及び賃借料 会場、店舗、車両、機器等の賃借に要する経費 

工事請負費 店舗の建築、改装等に要する経費 

備品購入費 車両、機器等の購入に要する経費 



様式第１号 

    年度宮城県買い物機能強化支援事業費補助金交付申請書 

 

第    号   

  年  月  日   

 

宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

  年度において、下記のとおり事業を実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定によ

り、宮城県買い物機能強化支援事業費補助金金     円を交付されるよう関係書類を添えて

申請します。 

 

記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

２ 補助事業の目的 

 

 

 

３ 補助事業の内容等及び補助事業に要する収支等 

  別紙１「事業計画書」及び別紙２「収支予算書」のとおり 

 

４ 補助事業の完了予定年月日    年  月  日 

 

５ 添付書類 

（１） 事業計画書（別紙１） 

（２） 収支予算書（別紙２） 

（３） 暴力団排除に関する誓約書・役員名簿 

（４） 納税証明書（県税） 

（５） 市町村連携計画書（市町村の商業振興担当課作成のもの） 

（６） その他知事が必要と認める書類 



別紙１（事業計画策定事業） 

事  業  計  画  書 

 

                           申請者名：         

１ 事業者の概要 

事業者名   

所在地   

代表者名   設立年月日   

組合員 (会員 )数   
資本金又は  
出資金の額   

 

２ 事業の内容 

事業名   

事業目的   

実施期間  年  月  日  ～  年  月  日  

事業計画地域  

（事業を行う

予定の地域）  

市町村   

（交付申請段階で把握している地域の課題等）  

実施内容  

 



実施体制  

（連携団体等について記載）  

 

事業実施スケ

ジュール  

 

次年度以降の

実施計画  

（事業計画、収支計画等を示しながら、事業継続に向けた取組を記載）  

 

 

３ その他の添付書類 

（１） 事業者の概要及び活動内容が分かる資料（定款、構成員名簿、事業報告書等） 

（２） 事業の対象となる地域がわかる資料（地図等） 

 



別紙１（買い物機能強化事業） 

事  業  計  画  書 

 

                           申請者名：         

１ 事業者の概要 

事業者名   

所在地   

代表者名   設立年月日   

組合員 (会員 )数   
資本金又は  
出資金の額   

 

２ 事業の内容 

事業名   

事業目的   

実施期間  年  月  日  ～  年  月  日  

実施地域  

（事業の対象と  

なる地域）  

①地域の範囲   

②地域の概況  

（実施地域の買い物環境（店舗の立地状況等）、生活環境、課題や問題等を記載） 

 

実施内容  

新規 ・ 拡充  いずれかに○  

（事業拡充の場合は、拡充内容がわかるように記載）  

 



実施体制  

（従事者数、連携団体等について記載）  

 

事業実施スケ

ジュール  

 

期待される  

効果・目標  

（売上、来客数の目標など、できるだけ数値を用いて具体的に記載）  

 

次年度以降の

実施計画  

（事業計画、収支計画等を示しながら、事業継続に向けた取組を記載）  

 

 

３ その他の添付書類 

（１） 事業者の概要及び活動内容がわかる資料（定款、構成員名簿、事業報告書等） 

（２） 事業の対象となる地域がわかる資料（地図等） 

（３） 次年度以降５年間の事業計画、収支計画等（事業計画策定事業を活用した場合には、 

当該事業計画書） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

収  支  予  算  書 

 

                           申請者名：        

  

（収入の部）                               （単位：円） 

区  分  金  額  備   考  

県補助金    

自己資金    

その他    

計    

 ※「区分」欄には、県補助金、自己資金、その他財源等を記入すること。 

 

（支出の部）                               （単位：円） 

経費区分  

補助事業に  

要する経費  

（※２）  

補助対象  

経費  

（※３）  

補助金  

申請額  
備考  

     

     

計      

 ※１ 「経費区分」欄には、補助対象経費名を記入すること。 

 ※２ 「補助事業に要する経費」とは、補助事業者が事業を行うために必要な経費をいう。 

 ※３ 「補助対象経費」とは、補助事業に要する経費のうちで、補助対象となる経費をいう。 



別紙３ 

市町村連携計画書 

 

第   号  

年  月  日  

 

 宮城県知事 村井 嘉浩 殿 

 

 

市町村長             

 

 

 宮城県買い物機能強化支援事業費補助金を活用し行う事業について、下記のとおり連携するこ

とを表明します。 

 

記 

１ 基本的事項 

事業者名  

補助事業の区分 

※該当事業を〇で 

囲むこと 

 

事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

市町村担当部署  担当者職・氏名  

電話番号  E-mail  

 

２ 市町村の連携方針 

（１）地域において、事業者及び本事業に期待される役割・効果 

 

（２）本事業に対する連携内容  

 

 



様式第２号 

年度宮城県買い物機能強化支援事業計画変更承認申請書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

     年 月 日付け宮城県（  ）指令第    号で宮城県買い物機能強化支援事業費補助

金の交付決定の通知のありました補助事業について、事業の内容（経費の配分）を下記のとおり

変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

                   記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

２ 変更の理由 

 

 

３ 変更の内容 

 

 

４ 添付書類 

（１） 変更後の事業計画書 

（２） 変更後の収支予算書 

（３） 変更後のその他の書類 

 



様式第３号 

   年度宮城県買い物機能強化支援事業計画中止（廃止）承認申請書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

    年 月 日付け宮城県（  ）指令第  号で宮城県買い物機能強化支援事業費補助金

の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、承認

されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

                   記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

２ 中止（廃止）の理由 

   

 

 

３ 中止の期間（廃止の時期） 

   

 

 

４ 今後の見通しと対策 

   

 

 

 

５ 添付書類 

（１） 事業経過報告書 

（２） 収支執行状況書 



様式第４号 

年度宮城県買い物機能強化支援事業実績報告書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

    年 月 日付け宮城県（  ）指令第  号で宮城県買い物機能強化支援事業費補助金

の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり実施したので、補助金等交付規

則第 12 条の規定により関係書類を添えて報告します。 

 

                   記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

２ 補助事業の名称 

   

 

３ 補助事業の実績 

  別紙１「事業実績書」のとおり 

 

４ 補助事業に要する経費の配分 

  別紙２「収支精算書」のとおり 

 

５ 添付書類 

（１） 事業実績書（別紙１） 

（２） 収支精算書（別紙２） 

（３） 見積書、契約書、納品書及び領収書等の写し 

（４） 市町村連携実績報告書（市町村の商業振興担当課作成のもの） 

（５） その他宮城県知事が必要と認める書類 

 



別紙１（事業計画策定事業） 

事  業  実  績  書 

 

                           申請者名：         

１ 事業の内容 

事業名   

事業目的   

実施期間  年  月  日  ～  年  月  日  

実施内容  

 

実施体制  

（連携団体等について記載）  

 

事業実施過程  

 

事業実施に  

向けた計画の

概要  

（作成した事業計画を踏まえた、買い物機能強化に向けた取組を記載）  

 

 

２ その他の添付書類 

  策定した買い物機能強化事業計画書 

 



別紙１（買い物機能強化事業） 

事  業  実  績  書 

 

                           申請者名：         

１ 事業の内容 

事業名   

事業目的   

実施期間  年  月  日  ～  年  月  日  

実施内容  

新規 ・ 拡充  いずれかに○  

（事業拡充の場合は、拡充内容がわかるように記載）  

 

実施体制  

（従事者数、連携団体等について記載）  

 

事業実施過程  

 

事業効果・目標

の達成状況  

（事業の効果や目標の達成状況を、できるだけ数値を用いて具体的に記載）  

 

次年度以降の

実施計画  

（事業実施結果を踏まえた、事業継続に向けた取組を記載）  

 



別紙２ 

収  支  精  算  書 

 

                           申請者名：        

  

（収入の部）                               （単位：円） 

区  分  金  額  備   考  

県補助金    

自己資金    

その他    

計    

 ※「区分」欄には、県補助金、自己資金、その他財源等を記入すること。 

 

（支出の部） 

経費区分  

補助事業に  

要する経費  

（※２）  

補助対象  

経費  

（※３）  

補助金  

申請額  
備考  

     

     

計      

 ※１ 「経費区分」欄には、補助対象経費名を記入すること。 

 ※２ 「補助事業に要する経費」とは、補助事業者が事業を行うために必要な経費をいう。 

 ※３ 「補助対象経費」とは、補助事業に要する経費のうちで、補助対象となる経費をいう。 



別紙３ 

市町村連携実績報告書 

 

第   号  

年  月  日  

 

 宮城県知事 村井 嘉浩 殿 

 

 

市町村長             

 

 

 宮城県買い物機能強化支援事業費補助金を活用し行う事業について、下記のとおり連携したの

で、報告します。 

 

記 

１ 基本的事項 

事業者名  

補助事業の区分 

※該当事業を〇で 

囲むこと 

 

事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

市町村担当部署  担当者職・氏名  

電話番号  E-mail  

 

２ 市町村の連携実績 

（１）地域における本事業の効果 

 

（２）本事業に対する連携内容  

 

(３) 本事業実施後の連携内容 

※ 事業実施後に想定される支援内容を具体的に記入してください。 

 

 

 



様式第５号 

   年度宮城県買い物機能強化支援事業費補助金概算払請求書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

    年 月 日付け宮城県（  ）指令第  号で宮城県買い物機能強化支援事業費補助金

の交付決定通知のありました補助事業について、下記により金         円を概算払に

よって交付されるよう請求します。 

 

記 

 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

区   分 金      額 

補助金交付決定額          円 

既 受 領 額          円 

今 回 請 求 額          円 

残 額          円 

 

概算払が必要な理由 

  

  



 振り込み先 

  銀行                              支店  

口 座 名 義 人         

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  

 

□当 座 ・ □普 通 口 座 番 号        



様式第６号 

   年度宮城県買い物機能強化支援事業費補助金に係る 

消費税及び地方消費税仕入控除額報告書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

 宮城県買い物機能強化支援事業費補助金交付要綱第７の規定により、下記のとおり報告します。 

 

                   記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

２ 補 助 金 額                     金       円 

３ 補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税 

  仕入控除税額                      金       円 

４ 消費税及び地方消費税額の申告により確定した補助金 

  に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額         金       円 

５ 補助金返還相当額（３－２）               金       円 

 

（注） 別紙として積算の内訳を添付すること。 

 



様式第７号 

財産処分承認申請書 

 

第   号   

年  月  日   

 

   宮城県知事       殿 

 

（申請者） 

 住 所  

 団 体 名  

 代表者名  

 

     年 月 日付け宮城県（  ）指令第    号で宮城県買い物機能強化支援事業費補助

金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記の者から間接補助事業により取得した

財産等を下記のとおり処分したい旨の申請があり、適当と認められますので、宮城県買い物機能

強化支援事業費補助金交付要綱第９第２項の規定により、承認を申請します。 

 

                   記 

１ 補助事業の区分    事業計画策定事業  ・  買い物機能強化事業 

             ※該当事業を〇で囲むこと 

 

２ 取得財産の品目及び取得年月日 

   

 

３ 取得価格及び時価 

   

 

４ 処分の方法 

   

 

５ 処分の理由 


